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対象地域
○ 県内全市町村 ４／７
○ 要配慮者世帯 １／７
○ 市町村の要項による １／７
○ 都道府県が定めた地区 １／７

対象感震ブレーカー種類
○ 全タイプ ６／７
○ 市町村の要項による １／７

支援内容
○ 市町村負担額の２分の１ ４／７

（内１件当たりの上限金額設定あり ２件）

○ 市町村負担額の３分の１ １／７
（１市町当たりの上限金額設定あり）

○ 市町村負担額の全額 １／７
（１件当たりの上限金額設定あり）

○ 密集市街地内の自治会負担額の全額 １／７
（１件当たりの上限金額設定あり）

支援事業開始年度

○ H28年度 ３／７
○ H29年度 １／７
○ H30年度 ２／７
○ R元年度 １／７

R5年度支援実績
○ 支援件数 1,676件
○ 支援執行金額 約10,841,000円

（５自治体）
○ １自治体当たりの平均執行額 約2,168,000円
○ １件当たりの平均執行金額 約6,500円
（執行金額についてはその他防災機器代を一部含む自治体が有るため
感震ブレーカーのみの金額ではない）

府県調査結果

感震ブレーカーの設置・購入に関するサンプル調査について（７府県）

令和元年に内閣府が実施した、都道府県を対象とする感震ブレーカー支援制度の調査結果において、支援を実施していた７
府県を対象として、現在（R6.10.1）の支援状況の調査を実施した。（都道府県については７府県で支援を実施）
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対象者
○ 全戸 38／50
（一部制限あり：自治会自主防災組織単位５ 耐震工事と同時５）

○ 木造住宅 ６／50
○ 高齢者、要介護者等 ５／50
○ 木造密集地域等 ７／50
（重点密集市街地、要改善市街地、防火・準防火地域、
推進地区候補など）

支援内容

○ ２分の１ 18／50
○ ３分の１ ４／50
○ ３分の２ 10／50
○ 全額 1７／50
（耐震工事への上乗せ（５件）

○ 配布 ５／50
（内自己負担２件 500円、1,000円）

○ その他 ３／50
（10分の８、４分の３（２件））

タイプ別支援

○ 分電盤（内蔵型）
40／50自治体数

○ 分電盤（後付型）
40／50自治体数

○ コンセントタイプ
19／50自治体

○ 簡易タイプ
38／50自治体

R5年度支援実績
○ 執行総件数 2,919件
○ 執行総額 約46,258,000円
○ １自治体当たりの平均執行額 約1,361,000円※
○ １件当たりの平均執行金額 約16,000円
（執行金額についてはその他防災機器代を一部含む自治体有るため感震
ブレーカーのみの金額ではない）
※執行総額を事業執行自治体数（34自治体）で除した額（詳細不明や執行額が発生していない自治体は除く）

市町村調査結果

感震ブレーカーの設置・購入に関するサンプル調査について（50市町村）

令和元年に内閣府が実施した、市町村を対象とする感震ブレーカー支援制度の調査結果において、支援を実施していた130
市区町村から50市町村サンプル抽出し、現在（R6.10.1）の支援状況の調査を実施した。

２

※市町村により、２以上の支援事業を行っている市町村があるため、必ずしも分母・分子同数とは限らない



自治体 対象地域 感震ブレーカー種
別 支援内容 支援事業

開始年度
令和５年度
支援実績

神奈川県 県内一体 全タイプ 市町村負担額の２分の１
（上限30,000円／１件） H28年度 2,218,000円

620件

静岡県 市町が対象
とする地域 全タイプ 市町負担額の３分の１

（上限20,000,000円／１市町） H28年度 ー

滋賀県 全市町 全タイプ 市町負担額の全額
（上限20,000円／１件） R元年度 247,600円

29件

大阪府
（（公財）大阪府都
市整備推進センター
による助成制度）

住宅市街地総合
整備事業区域内の

一部地域
全タイプ 密集市街地内の自治会等負担額の全額

（上限2,000円／１件） H30年度 1,614,000円
807件

和歌山県 市町村への補助
要配慮者世帯 全タイプ 市町村負担額の２分の１ H28年度 762,000円

96件（15市町）

鳥取県 市町村の要項による 市町村の要項による
市町村負担額の２分の１
（上限7,000円／１件）

（電気工事が必要な場合20,000円／１件）

H29年度
（鳥取県防災・
危機管理対策交
付金の一部）

０件

徳島県 市町村
分電盤タイプ

（日本配線システム工業
会の規格適合品のみ）

市町村負担額の２分の１
（耐震改修支援事業、耐震シェルター設置支
援事業、減災化対策支援事業のいずれかに併

せて行うことで補助が可能。）
H30年度

124件
耐震化、減災化
施策との合算

感震ブレーカーの設置・購入に関するサンプル調査について（都道府県） （R6.10.1時点）
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自治体 対象地域 感震ブレーカー
種別 支援内容 支援事業

開始年度
令和５年度
支援実績

群馬県
館林市 全戸 全タイプ

購入費支援・工事費支援
２分の１（分電盤タイプ30,000円、コンセントタ

イプ7,000円、簡易タイプ3,000円）
R元年度 966,000円

35件

群馬県
大泉町 全戸 全タイプ 購入費支援・工事費支援

２分の１（上限40,000円） H28からR2年度 ０円
０件

埼玉県
さいたま市

さいたま市防災都市づくり計画にお
ける「推進地区候補※1」
（自主防災組織単位）

簡易タイプ
購入費支援

４分の３（上限500,000円）
自主防災組織育成補助金資機材補助の一環

Ｈ29年度 716,000円
６件

埼玉県
和光市

65歳以上のみ、要介護者、障害
者等 簡易タイプ 器具の配布

０円
（在庫の配布）

１件

埼玉県
富士見市

65歳以上の者のみで構成される世帯
障害者手帳の交付を受けている者のみで

構成される世帯
65歳以上の者及び障害者手帳の交付を受

けている者のみで構成される世帯

簡易タイプ 取付支援 H30年度 ０件

千葉県
千葉市

●重点密集市街地
▲要改善市街地

（町内自治会単位）
●▲簡易タイプ

●器具の配布・設置取付支援
▲購入費支援・取付支援
２分の１（上限3,000）

Ｈ30年度
●０件

▲87,600円
53件

千葉県
市川市 全戸 分電盤タイプ

（内蔵型・後付型）
工事費支援

３分の１（上限100,000円） H27年度 ０円
０件

東京都
国立市 全戸 簡易タイプ 購入費支援・工事費支援

全額（上限2,000） H30年度 85,000円
43件

東京都
清瀬市

S56年５月以前建築
の木造専用住宅 簡易タイプ 器具の配布 H28年度 ０円（在庫処分）

３件

４

●▲については、項目別を示す
※１ 「延焼リスク＋避難困難リスク＋地域特性」のある19地区 非公表を希望する自治体については一覧表に掲載していない

感震ブレーカーの設置・購入に関するサンプル調査について（市町村） （R6.10.1時点）



自治体 対象地域 感震ブレーカー
種別 支援内容 支援事業

開始年度
令和５年度
支援実績

神奈川県
横浜市

●木造密集市街地
（取付：高齢者・障害者等
で構成された世帯のみ）

▲全戸
●▲簡易タイプ

●購入費支援・設置取付支援
２分の１（上限2,000円）

▲購入費支援
２分の１（上限2,000円）

●H25年度
▲H27年度

●9,993,865円
（委託費含む）

669件
▲176,000円
４団体124件

（木造密集地域のみ）

神奈川県
平塚市 全戸 簡易タイプ 器具の配布

有償配布（自己負担500円） H29年度 652,960円
371件

神奈川県
茅ヶ崎市 全戸 簡易タイプ 購入費支援

３分の２（上限3,000円） H28年度 499,800円
233件

石川県
小松市 全戸 コンセントタイプ

簡易タイプ
購入費支援

３分の２（上限8,000円） H29年度 34,000円
17件

山梨県
南部町 全戸

分電盤タイプ
（内蔵型・後付型）

簡易タイプ

購入費支援、工事費支援
取替え又は設置：２分の１（上限40,000円）

新築、増築等に設置：２分の１（上限10,000円）
Ｒ元年度 18,000円

１件

長野県
生坂村 全戸

分電盤タイプ
（内蔵型・後付型）

簡易タイプ

購入費支援、工事費支援
分電盤（内蔵）：２分の１（上限30,000円）

分電盤タイプ（後付）：２分の１（上限10,000円）
簡易タイプ：２分の１（上限3,000円）

H30 年度 ０円
０件

岐阜県
関市

全戸
（自主防災組織10世帯単位） 全タイプ 購入費支援・工事費支援

２分の１（上限200,000円） Ｈ31年度 ０円
０件

岐阜県
多治見市

全戸
（自主防災組織単位） 全タイプ 購入支援

３分の２（上限2,000円） Ｈ30年度 97,000円
73件

静岡県
静岡市 全戸 分電盤タイプ

（内蔵型・後付型）
購入費支援、工事費支援
３分の２（上限30,000円） Ｈ29年度 2,434,000円

103件

静岡県
富士宮市

全戸
（新築除く）

分電盤タイプ
（内蔵型・後付型）

購入費支援・工事費支援
３分の２（上限25,000円） Ｈ30年度 995,000円

40件

５

感震ブレーカーの設置・購入に関するサンプル調査について（市町村） （R6.10.1時点）

非公表を希望する自治体については一覧表に掲載していない



自治体 対象地域 感震ブレーカー
種別 支援内容 支援事業

開始年度
令和５年度
支援実績

静岡県
磐田市 全戸 分電盤タイプ

（内蔵型・後付型）
購入費支援・工事費支援
３分の２（上限50,000） Ｈ30年度 4,200,000円

119件
静岡県
焼津市 全戸 分電盤タイプ

（内蔵型・後付型）
購入費支援・工事費支援
３分の２（上限20,000円） H29年度 1,747,000円

93件

静岡県
菊川市

65歳以上がいる世帯
介護度３以上のいる世帯
障害者等がいる世帯

分電盤タイプ
（内蔵型、後付型）

（（一社）日本配線システム
工業が定める感震機能付住宅
用分電盤の規格を満たす構造
及び機能を有するもの）

購入費支援・工事費支援
３分の２（上限25,000円） H30年度 685,000円

28件

愛知県
名古屋市

●主な木造住宅密集地域
▲全戸

●コンセントタイプ
●簡易タイプ
▲分電盤タイプ

（内蔵型・後付型）

●コンセント・簡易タイプ全額（上限3,000円）
▲①②分電盤タイプ

①主な木造住宅密集地域２分の１
（上限40,000円、新築10,000円）

②その他地域３分の１
（上限26,000円、新築6,000円）

●R５年度
▲①H29年度
▲②R元年度

●245,310円
87件

▲①256,900円
８件

▲②15,388,400円
616件

愛知県
安城市 全戸 分電盤タイプ

（内蔵型・後付型）
購入費支援・工事費支援
１分の１（上限10,000円） H28 年度 300,000円

30件
愛知県
犬山市 全戸 全タイプ 購入費支援・工事費支援

２分の１（上限10,000円） R元年度 13,700円
５件

愛知県
みよし市 全戸 分電盤タイプ（内蔵型）

簡易タイプ
購入費支援・工事費支援

分電盤タイプ２分の１（上限20,000円）
簡易タイプ２分の１（上限2,000円）

R元年度 2,000円
１件

三重県
熊野市

75歳以上のみ、
要介護認定、障害者等 簡易タイプ 取付試験、機器の配布

自己負担額（1,000円） H30年度 2,620円
２件

京都府
京都市 防火・準防火地域 分電盤タイプ

（内蔵型・後付型）
工事費支援

10分の８（上限50,000円） H31年度 （事業一時休止）

●▲については、項目別を示す ６

感震ブレーカーの設置・購入に関するサンプル調査について（市町村） （R6.10.1時点）

非公表を希望する自治体については一覧表に掲載していない



自治体 対象地域 感震ブレーカー
種別 支援内容 支援事業

開始年度
令和５年度
支援実績

大阪府
松原市 全戸 分電盤タイプ

（内蔵型・後付型）
購入費支援・工事費支援
４分の３（上限45,000円） Ｈ29年度 1,440,000円

32件

兵庫県
養父市 全戸 分電盤タイプ

（内蔵型・後付型）
購入費支援・工事費支援
２分の１（上限5,000円） Ｈ28年度 ０円

０件

奈良県
広陵町 全戸 分電盤タイプ

（内蔵型・後付型）
購入費支援・工事費支援
３分の２（上限40,000円）

新築の場合10,000円
H31年度 455,000円

15件

和歌山県
和歌山市 全戸 全タイプ 購入費支援・工事費支援

全額（上限10,000円） H30年度 288,480円
32件

和歌山県
高野町

（１）高齢者世帯
（２）障がい等のある者がいる世帯 全タイプ 購入費支援・工事費支援

全額（上限5,000円） H30年度 ０円
０件

和歌山県
美浜町

60歳以上、障害者等
のみの世帯 全タイプ 購入費支援・工事費支援

全額（上限20,000） Ｈ30年度 364,200円
19件

和歌山県
串本町 全戸 簡易タイプ 購入費支援

２分の１（上限5,000円） H28年度 ０円
０件

和歌山県
印南町 全戸 全タイプ 購入費支援・工事費支援

全額（上限20,000円） Ｈ29年度 197,000円
11件

鳥取県
伯耆町 全戸 全タイプ

購入費支援・工事費支援
２分の１（分電盤（内蔵型）20,000円）

２分の１（内蔵型以外7,000円）
全額（高齢者のみ、障害者世帯等）

Ｈ30年度 ０円
０件

鳥取県
米子市

全戸
（自主防災組織単位）

コンセントタイプ
簡易タイプ

購入費支援
（自主防災組織が資機材を購入した場合、

購入金額の２分の１）
H17年度 ０円

０件

７

感震ブレーカーの設置・購入に関するサンプル調査について（市町村） （R6.10.1時点）

非公表を希望する自治体については一覧表に掲載していない



自治体 対象地域 感震ブレーカー
種別 支援内容 支援事業

開始年度
令和５年度
支援実績

広島県
広島市

市内木造住宅（築S56.5.31以
前に限る）に居住する
高齢者や障害者等

分電盤タイプ
（内蔵型・後付型）

購入費支援・工事費支援
２分の１（上限40,000円）
耐震シェルター・防災ベッド
の設置補助を受けた場合のみ

Ｈ29年度 ０円
０件

徳島県
美馬市

●高齢者のみ又は
障害者のみの世帯
▲町内木造住宅

（耐震化工事の際の取付）

●全タイプ
▲分電盤タイプ
（内蔵型）

●購入費支援・工事費支援
全額（上限20,000円）

▲全額（耐震化費上乗せ100,000円）
●Ｒ４年度
▲Ｈ28年度

●83,000円
５件

▲300,000円
３件

徳島県
石井町

町内木造住宅
（耐震化工事の際の取付）

分電盤タイプ
（内蔵型）

購入費支援・工事費支援
（耐震化費上乗せ100,000円） H30年度 800,000円

８件

徳島県
松茂町

●全戸
▲町内木造住宅

（耐震化工事の際の取付）

●全タイプ
▲分電盤タイプ
（内蔵型）

●購入費支援３分の１（上限10,000円）
保存食等の防災用品の購入補助事業の一環
▲全額（耐震化費上乗せ100,000円）

●Ｈ26年度
▲Ｈ30年度

●０円
０件

▲200,000円
２件

徳島県
上板町

●全戸
▲町内木造住宅

（耐震化工事の際の取付）

●全タイプ（全戸）
▲分電盤タイプ（耐震）

（内蔵型）

●購入費支援・工事費支援（全戸）
２分の１（上限20,000円）

▲全額（耐震化工事費上乗せ100,000円）
H30年度

●20,000円
１件

▲1,400,000円
14件

徳島県
つるぎ町

町内木造住宅
（耐震化工事の際の取付）

分電盤タイプ
（内蔵型・後付型のもので
日本配線システム工業会の

規格適合品に限る）

耐震改修支援事業と併せて行うことで補助が可能
全額（耐震化工事費上乗せ100,000円） Ｈ30年度 ０円

０件

高知県
土佐市 全戸 簡易タイプ

購入費支援
３分の２（上限32,000円）

（家具転倒防止措置等の補助の一環）
H28年度 詳細不明

２件

高知県
安芸市 全戸 全タイプ 購入費支援・工事費支援

全額（上限32,000円） Ｒ４年度 3,035円
１件

高知県
香南市 全戸 全タイプ 購入費支援

２分の１（上限10,000円） Ｈ27年度 7,400円
１件

●▲については、項目別を示す ８

感震ブレーカーの設置・購入に関するサンプル調査について（市町村） （R6.10.1時点）

非公表を希望する自治体については一覧表に掲載していない
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